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経済連携協定に基づくフィリピン人看護師候補者受け入れ政策 
－日本看護協会とフィリピン看護師協会の発表の分析－ 
前田 町子 
 
Ⅰ はじめに 
 
1. 本論文の目的・問題の所在・研究方法 
本論文は、経済連携協定(以下、EPA)に基づくフィリピン人看護師候補者(以下、候補者)
の受け入れ政策(以下、受け入れ政策)をめぐる日本看護協会とフィリピン看護師協会(以下、
PNA)の発表の相違点を明らかにすることを目的とする。外国人看護師候補者は 2008年度に
インドネシアから、また 2009年度にフィリピンからの受け入れが行われている。 
本論文で取り上げる問題点は、日本は看護師国家資格(以下、国家資格)取得前の候補者
は看護補助者として認識しているのに対して、PNAは候補者がフィリピンで看護師であるの
で補助者ではなく看護師としての扱いを望んでいるなど両者に意見の相違があることであ
る。 
研究の方法は、文献サーベイに基づくものである。まずは国際労働者移動論、国際看護
師協会（以下、ICN）の看護や看護師に関する意見、また日本が医療分野で国際的に貢献を
している国際協力機構(以下、JICA)の活動などを概観する。 
次に、日本看護協会元専務理事である岡谷恵子の発表「日比 EPAで来春始動 フィリピン
人看護師受け入れ 何が問題となるのか」と、2007年 10月 19日に行われた前 PNA会長
(Former PNA National President) DR. LEAH PRIMITIVA G. SAMACO-PAQUIZによる発表「日
本とフィリピン EPAに基づく PNA立場表明1」 (以下、PNA立場表明) と、現 PNA会長(PNA 
National President)TERESITA IRIGO-BARCELO, PhD, RNによる 2010年 8月 23日の発表(以
下、PNA立場報告)と 2011年 5月 20日の発表2  (以下、PNA取組の決意)の 3つの発表(以下
3つをまとめて、PNA発表)に基づく双方の認識の相違を検討する。 
 
                            
1 PNA立場表明 2007年 10月 19日 PHILIPPINE NURSES ASSOCIATION POSITION STATEMENT ON 
THE JPEPA 
2 PNA立場報告 2010年 8月 23日 PNA’s position Paper on the Plight of Filipino Nurses 
Under JPEPA Implementation 
PNA取組の決意 2011年 5月 20日 ADDRESSING THE RESOLUTION TO EXPRESS THE SENSE OF 
THE HOUSE OF REPRESENTATIVES URGING HIS EXCELLENCY PRESIDENT BENIGNO SIMEON C. AQUINO 
III TO UNDERTAKE A THOROUGH REVIEW OF THE JAPANPHILIPPINES ECONOMIC PARTNERSHIP 
AGREEMENT (JPEPA) AND CARRY OUT NECESSARY STEPS THAT WOULD PUSH THE JAPANESE 
GOVERNMENT TO FULFILL ITS COMMITMENTS UNDER THE AGREEMENT. 
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2. 日本とフィリピンの EPA 
EPAとは貿易の自由化に加え、投資、人の移動、知的財産の保護や競争政策におけるルー
ル作り、様々な分野での協力の要素等を含む、幅広い経済関係の強化を目的とする協定で
ある（資料 1-3参照）3。 
厚生労働省4によると、候補者の受入れは、看護・介護分野の労働力不足への対応として
行うものではなく、相手国からの強い要望に基づき交渉した結果、経済活動の連携の強化
の観点から外国人の就労が認められていない分野において、EPAに基づき公的な枠組みで特
例的に行うものである。国内労働市場への影響を考慮して、年度ごとの受入れに際して、
外国人候補者の年間の受入れ最大人数を設定する、としている。 
候補者の受け入れ枠は 2009 年度から 2010 年度の 2 年間で 400 人であったが、受け入れ
枠に受け入れ人数が達しないために期限を越えて 2012 年度も継続している。2012 年度は
28人が受け入れられ、2009年度からのフィリピン人候補者受け入れの累計は 237人であり、
4年目に入ってもまだ受け入れ枠に達していない。ちなみにインドネシア人候補者との累計
は 629人(2012年 5月 29日時点)である(表 1、参照)5。 
 
表 1 インドネシア・フィリピン人看護師候補者受け入れ人数（単位:人） 
フィリピン人 2009年度 93 
フィリピン人 2010年度 46 
フィリピン人 2011年度 70 
フィリピン人 2012年度 28 
フィリピン人累計 237 
インドネシア・フィリピン人 
2008～2012年度累計 
629 
出典: 厚生労働省「インドネシア人看護師・介護福祉士候補者の受入について」及び「フ
ィリピン人看護師・介護福祉士候補者の受入について」6より筆者作成  
 
候補者は、看護師の国家資格を取得することを目的として、協定で認められる滞在期間
                            
3 外務省「経済連携協定(EPA)/自由貿易協定(FTA)」 
4 厚生労働省「インドネシア、フィリピン、ベトナムからの外国人看護師・介護福祉士
候補者の受入れについて」日本とフィリピンの EPAは 2002年 1月 14日小泉総理のシンガ
ポール演説「日・ASEAN包括的経済連携構想」の提唱から始まり、2006年 9月 9日に署名
され、2008年 12月 11日発効した。 
5 注 4「厚生労働省」及び資料 1参照  
6 厚生労働省「インドネシア人看護師・介護福祉士候補者の受入について」及び「フィリ
ピン人看護師・介護福祉士候補者の受入について」 
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内（看護師候補者の場合は 3 年間）に日本の国家試験の合格を目指し、候補者受け入れ機
関(以下、受け入れ機関)となる施設で就労・研修に従事することを協定で認められている。
国家資格を取得すると看護師として就労が可能となり、在留期間 3 年間を上限なく更新可
能である7。滞在期間内に国家資格が取得できない場合は帰国しなければならない。 
候補者と受入れ機関との契約は雇用契約である。受け入れ機関は日本人が従事する場合
に受ける報酬と同等以上の報酬を支払う必要があり、日本の労働関係法令や社会・労働保
険が適用される。 
 
2-1. 日本とフィリピン EPA締結交渉の経緯 
日本とフィリピンの EPA の締結交渉は 2004(平成 16)年 2 月から同年 11 月までの間に 5
回行われた（表 2、参照）。 
 
表 2 日本・フィリピン EPA人の移動に関する交渉 
交渉の経緯 日 付 内  容 
締結
交渉 
第 1回
会合 
2004年 2月 サービス貿易（人の移動を含む）の合意。  
第 2回
会合 
2004年 4月 
先方より具体的関心分野（資格の承認等）について説明が
あり、質疑応答を行った。日本より、資格・在留資格制度
の現状について説明。 
第 3回
会合 
2004年 7月 
看護師・介護福祉士のような医療福祉分野についてフィリ
ピン側がこれまでの日本の立場に理解を示したことから今
後更に専門家を含め議論を深めることとした。  
第 4回
会合 
2004年 9月 日比双方の関心事項について、引き続き意見交換を行った。 
第 5回
会合 
2004年 11月 
看護師・介護士の受入れの方法について、引き続き議論を
行った。 
大筋合意に関
する共同プレ
ス発表 
2004年 11月 
一定の要件を満たすフィリピン人の看護師・介護福祉士候
補者の入国を認め、日本語等の研修修了後、日本の国家資
格を取得するための準備活動の一環として就労することを
認める。 
署名等につい
て 
2006年 9月 
自然人の移動に関する日本語教育その他の協力（看護師／
介護福祉士）について規定する。 
                            
7  閣議決定「平成 23年 3月 11日」により 2009年度に受け入れられた候補者は 1年間の滞
在延長が認められた。 
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出典: 外務省 「日・フィリピン経済連携協定」（資料 1、参照）より筆者作成 
 
2-2. 候補者の業務内容 
受け入れ機関における候補者の業務内容は高齢者の排泄介助、食事介助等の療養上の世
話が主な業務となる8。 
日本の看護師の業務内容は保助看法 5条において、「看護師とは、厚生労働大臣の免許を
受けて、傷病者若しくはじょく婦に対する『療養上の世話』又は『診療の補助』を行うこ
とを業とする者」とされている。また日本病院団体協議会によると看護師の「総看護提供
時間に占める療養上の世話に関する提供時間は、おおよそ 8割弱である」9。 
田中博子らは「日本とフィリピンにおける病院看護業務の比較」を行った10。その結果、
診療の介助業務の特徴として、フィリピンでは注射業務が 80％以上を占めて中心である。
一方、日本ではその比率はフィリピンより低く、日本では注射業務に加えて、患者の疾患・
症状に対応した医療処置の比率がフィリピンより高いという特徴がある[田中ら:94-105]。  
 上述のように日本とフィリピンでは看護業務内容に違いがある。次に先行研究の概略を
述べる。 
 
Ⅱ 先行研究 
 
外国人労働者受け入れやアジアの労働者送り出し国に関する論文は数多くある。その中
から、外国人受け入れに関する研究、アジア諸国の労働者の送り出し、特にフィリピンの
海外への労働者や看護師の送り出しに関する研究に絞り概観する。 
 
1. 外国人受け入れに関する研究 
手塚和彰によると外国人労働者の移動を促す要因は、1)各国間の人口動態の著しい格差
と労働力の需給の不均衡、2)各国間の経済発展とくに所得水準の格差、3)国際間の労働力
移動を促進する制度的な仕組みという三つのファクターである [手塚 1990:43-44]。 
                            
8 厚生労働省「インドネシア人看護師候補者受入実態調査について（概要）」 
 調査時期:  2010年 2月 2日～2月 16日、調査対象:2008年度に入国したインドネシア人
看護師候補者を受け入れた受け入れ施設(47 施設)、回答者:理事長・病院長、研修責任者、
職員、患者、患者の家族、候補者本人、回答数:36施設 551人。 
9 日本病院団体協議会「10：1 の病棟における看護補助者の具体的な業務内容、 
実際の診療現場における看護補助者の活用について」 
10 調査対象、日本とフィリピンの首都圏に位置する公立総合病院、各 1 施設、日本：看護
要員 68 名、フィリピン：看護師、看護助手 40 名、調査期間 日本 1994 年 9 月、フィリ
ピン 10月。調査方法：タイムスタディー法 
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また手塚は外国人労働者受け入れの問題点を次のようにあげている。1)滞在を短期に限
定しうる政策を立てることが出来ない、2)外国人労働者は技術水準の低い職種の賃金上昇
を抑えてきた伝統がある、3)第 2 世代以下は故国の言語・文化・慣習よりも受け入れ国の
それをより以上に身につけることになる、4)この第 2 世代以下を受け入れ、統合していく
ことができるか、5)外国人労働者の市場が成立する、6)不熟練労働においてのみ外国人労
働者の受け入れ政策をとった場合、外国人統合政策や「内なる開国[外国人や外国企業がも
っと日本に来てくれるようにする]」、への努力と相反する結果となる[手塚 1990:159-166]
などである。 
一方で、森廣正は労働力の国際移動は資本が自由に使用できる一定の相対的過剰人口の
存在を必要・不可欠の条件としていることや、できるだけ安価な労働力を確保しようとす
る衝動を持っているとしている。さらに外国人労働者を受け入れれば、社会的差別や偏見
が起こり、低賃金部門が温存され、スラムが形成され不況期には失業が生じるという考え
は、外国人労働者を受け入れるから生ずるのではなく、そうした問題を解消するための条
件や態勢がどれだけ整備されているか否かによるものである[森:249-289]と言う。 
森の論は手塚の第 2 世代以下を統合していくことができるだろうかとの疑問に対して、
それは日本の対策にかかっているだろうという一つの解決策とも受け取れる。しかしなが
ら、具体的には政策毎の違いや、送り出し国の事情、外国人労働者を受け入れた地域によ
る特性など、問題を解消するための条件や態勢を普遍化することは多くの困難な作業を伴
うであろう。本論文で取り上げている日本看護協会と PNA 発表の相違もそうした現れの一
つと捉えることが出来る。 
日本の少子・高齢社会（資料 4、参照）への対応策として岡崎陽一や金子勇は、高齢でも
心身が健康で、活動能力のある高齢者の働く場を提供する雇用政策を考えるべきこと、子
供数の減少に対する対策が重要である[岡崎:130-131、金子:131-147]とし、外国人労働者
の受け入れによる人口増加には言及していない。 
一方で堺屋太一元経済企画庁長官は、かつては郷里から都市への出稼ぎ労働者がいたが、
少子高齢化により地方の超過疎化が予想される日本では、出稼ぎ労働者は期待できなくな
り、それに代わるのは労働移民だとして、21 世紀においては人種、言語、倫理、習慣を異
にする移民の運用も重大な課題になるだろう[堺屋:272] と論じ、外国人労働者の受け入れ
による人口増加の可能性に言及している。 
このように外国人労働者の受け入れは日本の人口問題とも関連しているが、前述のよう
に 2012 年 5 月 29 日時点でのインドネシア人候補者を含めた候補者の受け入れ人数は 629
人であり、現在(2013 年 2 月)の候補者受け入れ人数は日本の人口に影響を及ぼす数になっ
ていない。 
 
2. フィリピンの労働者の送り出しに関する研究 
駒井洋はアジア諸国からの出稼ぎ労働者流出の構造は 3 つの段階があり、第一段階は旧
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植民地から宗主国へ向かうものであり、フィリピンからアメリカへの流れはこれに属して
いること、第二段階は石油ショック後のオイルマネーの流入により、中東への出稼ぎ移動
によって特徴づけられること、第三は、中東諸国が出稼ぎ先として意味を喪失し始めた段
階で、1980 年代半ばから中東産油国は一斉に労働の自国民化を進め、それとともに石油ブ
ームの消滅により建設需要が激減し、多くのアジア諸国は中東に代わる別の労働力輸出先
を必死に開拓しつつあったため、日本がその有力な対象として注目された[駒井:28-33]こ
とを述べている。 
1974 年に海外雇用促進はフィリピン政府の労働規約によって公式な政
策となった  [IOM :23]。フィリピン国家統計局(NSO)11から 2012年 6月 26日に発表され
た海外フィリピンの労働者（OFWs: Overseas Filipino Workers）数によると、2010年の 4
月から 9 月の間の見積は 200 万人であったが、2011 年の同期間は 220万人と見積られてい
る。 
フィリピン海外雇用庁(以下、POEA)12の 海外雇用統計 201013を準拠すると、フィリピン人
看護師の新規雇用海外労働者数の 2010年の合計は 1万 2,431人で、1位はサウジアラビア
の 8,771人であり、2位はシンガポールの 723人で 1位の 10分の 1以下である。 
F. M. LORENZO et al [1406-1418] によると、2003年の新卒看護師の 58％がフィリピン
の国内外で雇用され、そのうち 84.75％が海外の雇用であったと推定されている。 
Maria Reinaruth D. CARLOS et alは、開発途上国から先進国へ看護師が移住する最大の
理由は、よりよい給料を得る可能性と、母国での労働条件の貧困により看護師専門職のキ
ャリア開発の見込みが見えにくいこと、社会と職場の安全性が欠けることなどが一般的な
圧力であり、開発途上国の HIV/AIDSの流行により、看護師が職場における安全性を心配し
ている [CARLOS et al: 29-30] としている。 
菊地京子は、フィリピン政府の海外雇用促進政策の実施に望みを託した失業問題の解消
という目標は、現在のところ実現されていないとみなければならないと指摘している。東
南アジア諸国の中でも高い失業率に悩むフィリピンは、その国内労働市場において、海外
雇用に赴いた熟練労働者の穴埋めをする者がいないため、職種によっては労働力不足を招
くという皮肉な現象さえ起きていると [菊地:177-188]と著述している。 
上述のようにフィリピンの経済は海外雇用者に依存し、候補者もその一翼を担って日本
に来ているのである。続いて候補者の立場をより深く知るために看護師の国際的な背景や
日本の医療分野の活動を要約する。 
 
 
                            
11 フィリピン国家統計局 (NSO: Republic of the Philippines National Statistics Office) 
12  フィリピン海外雇用庁 (POEA: Philippine Overseas Employment Administration) 
13 POEA 「海外雇用統計 2010 (Overseas Employment Statistics 2010)」  
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Ⅲ 看護の国際的な背景と日本の医療分野の活動 
 
ここでは看護や看護師の国際的な背景を ICNと日本の看護に関する JICAの動向などから
概観する。 
ICNは、2007年の立場表明14において、移民は医療システムが機能していないことが原因
であり、人的資源の計画と看護師が離職したり、復職を妨げたりする原因の問題を扱わな
い政府国家の看護師募集の実践を非難する、と表明した。 
ICN が 1978 年に定義した看護師とは、基礎的で総合的な看護教育の課程を修了し、自国
で看護を実践するよう適切な統制機関から権限を与えられている者である。また ICN の看
護の定義は、ヘルスケア制度の欠くことのできない一部分として、あらゆるヘルスケアの
場および地域社会において、健康の増進、疾病の予防および身体的精神的に健康でない、
あるいは障害のある、あらゆる年齢のひとびとのためにケアを包含するとしている。 
さらに ICN は、国際的に通用する理想的な能力基準フレームワークは存在しないし、多
様な世界各国の看護の状況に適応する唯一のアプローチ方法も存在しない。本質的な作業
は、看護実践に影響する地域の状況に沿うことを考慮しつつ、各国において実施されるべ
きである[ICN: 110-113]、と述べ、国による健康状況や公衆衛生に関する設備等の違いに
より看護師の実務は異なることを指摘している。 
神原裕子らは、「諸外国の看護基礎教育制度や看護師資格取得制度は、国ごとに違いがあ
り、それに伴って看護能力の育成に伴う課題も違いがあると考えられる」 [神原ら:154]と
記述しており、ICNによる看護師の考え方は神原らにおいても裏づけられている。 
 ここで注目すべき点は、日本は JICA 等の活動を通して国際的な保健システムの強化に貢
献してきたことである。日本が看護に関してどのような国際活動を行っているのかを以下
にみてみる。 
JICA の活動において看護職隊員の求められる技術レベル15は、外科系・小児科・ICU・産
科(助産師の場合)や、手術室などでの専門的な臨床経験が求められ、さらにそれら専門の
知識や技術を活動先の看護職に伝えられる程度に体系的に理解して身に付けておくことが
重要であるとしている。 
それに加えて JICAは、発展途上国には日本のように高度な医療機器があるわけではない
ので、同じような機器がなくても状況に合わせて物品を工夫して活動できる柔軟さが期待
され、また高度な専門技術よりも清潔操作や日常生活援助技術のような基礎看護技術の基
本を押さえておくことが必要であると述べている。 
また各国の看護師の仕事振りと比較すると日本人看護職は、看護への思い入れの深さ、
                            
14 ICN Position Statement, Nurse Retention and Migration 
15 JICA 「求められる技術レベル<保健医療関係>」 
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真面目さ、責任感の強さなどがある。日本の看護を伝えることで、国際交流を図るととも
に、日本の看護と看護職のよさを伝えることも必要であると記して、候補者が協働する日
本の看護師を評している。 
以上の国際的な看護の背景をもとに日本看護協会と PNA発表を見ていくこととする。 
 
Ⅳ 日本看護師協会と PNA発表 
 
ここでは日本看護協会と PNA の候補者の受け入れや送り出しに関するそれぞれの視点か
らの発表を概観する。 
 
1. 日本看護協会の外国人看護師受け入れの発表について 
日本看護協会元専務理事の岡谷恵子は、 
 
自国の看護師不足を解消するとの理由で、安易に外国人看護師を受け入れるべき
ではない。また日本では 5 年ごとに看護職員の需給計画を策定し、需給対策が講じ
られている。看護師は 2002年時点で 7,204人不足しているとされるが、看護大学も
年々増加し、看護者の養成数は順調にふえつつあり、現状では深刻な看護師不足は
解消されている。 
しかし EPA は政府レベルの二国間交渉であり、フィリピンが看護師受け入れを強
く要求してきたため、日本政府が拒否することは難しい状況だった。このため一定
の条件をつけ、条件が了解されなければ受け入れには反対だと日本看護協会は表明
してきた。その[受け入れ]条件は  
①日本の看護師国家試験を受験して看護師免許を取得すること、 
② 安全な看護ケアが実施できるだけの日本語の能力を有すること、 
③ 日本で就業する場合には日本人看護師と同等以上の条件で雇用されること、 
④ 看護師免許の相互承認は認めないこと 
の 4つだ。これらの 4条件は今回の協定ですべて合意されている。 
ただ看護界には依然、フィリピン人看護師の導入への賛否両論がある。1)フィリ
ピン人看護師が就業することにより、日本人看護師の給与や労働条件が悪くなる、
2)日本人看護師の労働市場が圧迫される、3)言葉の問題により看護のケアの質が維
持できない－などの懸念も出てきている。一方、看護の国際化が進むこと、技術移
転によって国際協力に貢献できること、日本に暮らす外国人の看護ケアを担う存在
になるなど肯定的な意見もある。 
EPA が合意された現時点では今後の具体的な受入体制をどう構築するかが重要な
課題だ。看護協会としても受け入れ体制づくりに関与していきたいと考えている[岡
谷 2005:84]。 
11 
 
 
と述べている。 
また、日本看護協会の 2006 年 9 月 12 日の「フィリピン人看護師の受け入れについて」
と 2008 年 6 月 17 日の「インドネシア人看護師候補者受け入れにあたって日本看護協会の
見解」16のニュースリリースでも上述の①から④の項目が繰り返し述べられている。 
 
2. PNA発表について 
次に、PNA立場表明、PNA立場報告、PNA取組の決意、これら PNAの 3つの発表について
検討してみよう。PNA立場表明、PNA立場報告、PNA取組の決意、これら PNAの 3つの内容
の違いを表 3に示した。 
3つの発表で共通して述べているのは、候補者を日本人看護師と同等に扱って欲しいと
いうことと、それに関連して看護補助者は給与が低いということである。中でも PNA立場
報告では候補者が母国に十分な送金ができない点をあげている。 
異なる点は PNA立場報告では就労後の受け入れ機関の住宅設備不良で 2009年 2名[92
名中]、2010年 11名[46名中]の帰還者がいたことと、PNA取組の決意では訪日前 3ヶ
月と、訪日後 6ヶ月の日本語学習を求めることである。日本語学習などに関する支援
は後述するが 2013年度の受け入れから訪日前 6ヶ月間、訪日後 6ヶ月間の合計 12ヶ月間
と改善されている。 
では表 3の順に従ってより具体的に検討していこう。 
 
2-1. 日本とフィリピンの EPAの基に不平等は私たちに不公平に積み重ねられている 
受け入れ政策で日本はわずかに雇用のドアを開いたが、全面開放とはほど遠い内容であ
り、日本とフィリピンの EPAの基に不平等は私たちに不公平に積み重ねられている、とし
て以下の 4点を列挙している。 
① 4 年間の大学卒の高学歴な資格のあるフィリピン人看護師を日本人の看護師活動と同
じ資格として一致させていない。 
候補者は十分に技量のある専門の看護師の給与・業務ではなく訓練生として、訓練生の
手当を受け取るリスクがある。 
多くの候補者の給与は家賃、電気・ガス代、インターネット接続、携帯電話料金、交通
費などを引くと約 6万円であり、母国の扶養者へ実のある送金が不可能である。 
② フィリピン人看護師候補者はインドネシア人看護師候補者と比較すると不平等に扱
われている。 
インドネシア人は 3 年間の看護学習で国家試験がなく看護師となり、看護師候補者とな
る資格は 2 年間の勤務経験である。一方フィリピン人は 4 年間の看護教育と国家試験に合
                            
16 日本看護協会 2008年 6月 17日「ニュースリリース」 
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格することで看護師となり、受け入れ政策で候補者となる資格は 3 年間の勤務経験を持つ
ことである。以上の理由で受け入れ政策においてフィリピン人候補者はインドネシア人看
護師候補者と比較すると不平等に扱われている。 
③ 日本は ILOの 11117号の批准をしていない。 
日本は ILO の 111 号雇用と職業の差別に関する国際協定を批准していない。日本政府は
人種、ジェンダー、言語と社会的地位に基づいた差別の問題に熱心に取組んでいない。 
 
表3 PNA3つの発表の違い 
  
PNA立場表明 
2007年 10月 19日 
PNA立場報告 
2010年 8月 23日 
PNA取組の決意 
2011年 5月 20日 
  雇用の全面開放 言及なし 言及なし 
① 
日本人看護師と平等・
同等の資格・給与 
日本人看護師と平等・同等の
資格・給与 
日本人看護師と平等・同等の
資格・給与 
 母国に十分な送金ができな
い 
  
② 
インドネシア人に比し
て不平等 
言及なし 
インドネシア人に比して不
平等 
③ 
日本の ILO111号の批
准を求める 
言及なし 言及なし 
④ 
フィリピン人に日本語
を求めるのは非現実的 
6ヶ月の日本語学習で 3年以
内に国家資格取得を求める
のは安価な労働力の罠であ
る 
日本語のために第 1陣と 2陣
の中で 2名しか国家資格を取
得出来なかった 
言及なし 言及なし 
フィリピンで 3ヶ月と、日本
で 6ヶ月の日本語学習を求め
る 
⑤ 言及なし 
住宅設備不良で 2009年 2名
[92名中]、2010年 11名[46
名中]の帰還者 
言及なし 
出典:PNA立場表明(注1、参照)、PNA立場報告、PNA取組の決意(注2、参照)の3つの発表よ
り筆者が作成 
 
④ フィリピン人に日本語を話すことを求めるのは非現実的である。 
日本語がヘルスケアサービスを提供するコミュニケーション技術の一部分であり、日本
                            
17 ILO Discrimination (Employment and Occupation)Convention, 1958 ( no. 111) 
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での労働を容易にし、日本語の熟達度が低賃金労働者にならないために必要であることは
認めるが、フィリピン人に日本語を話すことを求めるのは非現実的である。日本語の障害
は高い。フィリピン人看護師は不必要に厳しい要求を与えられ、おそらく日本のヘルスケ
ア施設の中で看護訓練生として低賃金労働と良質な看護を供給することになる。 
上のように日本とフィリピン EPA はフィリピン人看護師を差別している。フィリピン人
看護師はむしろフィリピンに止まりフィリピン人にサービスする価値を知るべきである。 
⑤ 就労時の生活条件が悪かったときに候補者は帰国の他に選択肢がなく、住宅設備不良
で 2009年 2名[92名中]、2010年 11名[46名中]の帰還者がいた。 
上述の日本看護協会と PNA は、両者が共通して問題としている点と PNA だけが問題とし
ている点がある。次に両者が共通して問題としている点は何かを見ていく。 
  
Ⅴ 日本看護協会とPNAの対立点 
 
日本看護協会と PNA の対立点は国家資格取得に関する点と、それに関連して国家資格取
得前は看護師ではなく看護補助者(候補者・訓練生)としての給与・業務(労働条件)である
点、および日本語に関する点の三つある（表 4、参照）。 
上述の両者の対立点は、日本語が出来れば日本語での国家資格取得が容易になり、国家
資格が取得できれば候補者ではなく看護師として受け入れられ、給与も看護師の給与とな
るので、独立した問題のようでありながら相互に関連がある。 
 
表 4 日本看護教会と PNAの対立点 
出典：筆者が作成 
 
1. 国家資格取得と給与・業務(労働条件)について 
国家資格に関して日本看護協会は候補者が国家資格を取得すること、そして日本とフィ
リピンの看護師資格の相互承認は認めない立場である。それに対して PNA はフィリピンの
  日本看護協会 PNA 
国家資格 日本の国家資格の取得 両国の国家資格の一致 
(看護師免許の相互承認) (認めない) (認める)  
給与・業務(労働条件) 
同一労働・同一賃金 
（国家資格取得前は看護補助者
と同等） 
フィリピンで看護師なので
日本人看護師と同等 
日本語能力 
安全な看護ケアができるだけの
日本語能力 
フィリピン人に日本語を話
すことを求めるのは非現実
的 
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看護師資格を日本人の看護師の資格と一致させることを望むという立場である。 
資格の有無は看護師か看護補助者かの相違である。看護師と看護補助者の目に見える違
いは後述するが入国管理上の扱いが異なり、職務上では給与や業務内容の差異となって現
れる。目に見えない差は社会的地位・プライド・責任感・自信・自覚・相手からの信頼な
どがあり極めて重い意味をもち論争の的である。 
労働条件に関する双方の対立点は、日本は同一労働・同一賃金と規定し、国家資格取得
前は看護補助者なので看護補助者と同等と認識しており、PNAはフィリピンで看護師なので、
日本人看護師と同等という判断である。 
 
2. 日本語について 
日本語に関して日本看護協会は、安全な看護ケアが実施できるだけの日本語の能力を有
することとしているのに対して、PNAはフィリピン人に日本語を話すことを求めるのは非現
実的であるという見解である。 
以上の論点から検討する。 
 
Ⅵ 日本看護協会と PNAの検討 
 
日本看護協会の論点は PNA 発表を検討することで国家資格や給与・業務(労働条件)、日
本語の能力に関する日本看護協会の論点も反映されるため PNA 発表に基づいて検討する。
ただし PNA 発表のそれぞれの項目は相互に関連し絡み合っているので、例えばフィリピン
の看護師教育について、日本人看護師との比較とインドネシア人候補者との比較の両方で
扱うなど、多少重複する部分がある。 
 
1. PNA発表に対する検討 
日本とフィリピンの二国間協定の基に不平等は私たちに不公平に積み重ねられていると
いう PNA発表に関して、まず雇用のドアに関する点を取り上げ、次にと①から⑤を検討す
る。 
 
1-1. 日本とフィリピンの二国間協定の基に不平等は私たちに不公平に積み重ねられてい
る、の検討 
受け入れ政策で日本はわずかに雇用のドアを開いたが、全面開放とはほど遠い内容であ
るという PNAの指摘は、当初 2年間の受け入れ枠である 400人を対象とした批判であろう。
400人でも少ないとの批判であるのに 4年間の受け入れ人数の累計は 237人(2012年 5月 29
日時点、表 1、参照)である。 
PNA 発表はなぜ日本がフィリピンに対して看護職の雇用のドアを全面開放しなければな
らないのかの根拠が不明である上に、1)日本の失業率は 2009 年に 5.0％（資料 4、参照）
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であり、フィリピンの失業率 7.5％よりも少ないとはいえ、フィリピンが望む人数を無制限
に受け入れられる状況にない、2)国際法上、「各国は、その国内法秩序の範囲内でかつ平等
原則の反しない限り、原則として理由を示さずに外国人の入国と在留を拒否したり、その
条件を自由に定めることもできる」[手塚 2005:57]など、入国を認めるか否かはその国家の
自由裁量である。それ等の理由で雇用の全面開放は難しいと言わざるを得ないだろう。 
 
1-2. 不平等に関する検討 
① 4 年間の大学卒の高学歴な資格のあるフィリピン人看護師を日本人の看護師活動と同
じ資格として一致させていないことについての検討 
①に関しての問題点は四つある。一つ目は、日本看護協会も指摘している給与・業務を
含む労働条件である。二つ目は、フィリピンは看護師になるのに 4 年間の高学歴の大学教
育であるという点を日本の看護師と比較している点、三つ目はフィリピン人と日本人看護
師の看護活動が同じかどうかという点、四つ目は資格に関してフィリピン人と日本人看護
師を同等に扱っているのかという点である。特に四つの問題は看護師資格の相互承認に関
わっている。 
問題の一つ目を検討すると以下である。 
外国人労働者は自国民のやりたがらない、技術水準の低い職種の賃金上昇を抑えてきた
伝統があり、また外国人労働者は自国民が就きたがらない不熟練で不安定な仕事に就くこ
とが通例である [手塚 1990:164]。 
外国人労働者の受け入れは「安定的な労働力が外国人によって容易に確保されれば、少
なくても現在の労働条件を改善しようとする施設のインセンティブは間違いなく減少す
る」[岡 2010:46]ことから、安定的な候補者の受け入れは長期的に見ると労働条件の悪化の
傾向を示すと予測できる。 
そのため日本看護協会は、候補者を受け入れる場合は日本の看護師国家試験を受験して
看護師免許を取得することという高いハードルを設けた。従って国家資格を持たない候補
者は看護補助者である。 
看護師は法務省の定めた高度人材18である。 井田敦彦19によると、高度人材は、就労が
認められる在留資格によって就労している外国人である。単純労働者は、高度人材以外の
外国人労働者であり、本来は就労を目的として在留しているわけではない外国人である。
｢特定活動｣の在留資格を有する者は、単純労働者である[井田:243]、と述べている。候補
者の在留資格は「特定活動」であり、看護補助者である候補者は単純労働者である。 
日本看護協会の立場表明は、外国人労働者の安価な労働力の確保に歯止めをかけようと
している。つまり候補者が国家資格の取得をすることで、候補者を高度人材として受け入
                            
18 法務省「出入国管理及び難民認定法」 
19 井田敦彦「少子高齢化と外国人労働者」 
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れようとしている。しかしそうすることによって候補者を低廉な単純労働者として受け入
れているという矛盾があり、日本看護協会の立場表明は外国人労働者受け入れの難しさが
現れている。 
岡谷は、候補者の受け入れにあたっては、適切な研修体制を整備することと、研修の機
会を与えること、言語の習得も含めた異文化への対応を容易にするための支援や、有給休
暇等の労働条件の整備が必要である [岡谷 2010:26-28]等、候補者を廉価な看護補助者にと
どめない対策を明らかにしており、後述するが受け入れ政策ではその支援が行われている。 
PNA発表は、候補者が看護補助者であるために多くの候補者の給与は家賃、電気・ガス代、
などを差し引くと、残高が約 6 万円であり、母国の扶養者へ実のある送金が不可能である
と述べている。 
ではJICWELS20による母国への送金がどのように行われているのを見てみよう(表5、表6、
参照)。 
 
表 5フィリピンへの送金（候補者への質問） 
  
2009年度受け入れ 
n=64(93) 
2010年度受け入れ
n=44(46) 
全体合計 
n=108(139) 
  
件
数 
件数 
累計 
% 
％ 
累
計 
件
数 
件数
累計 
% 
％ 
累
計 
件
数 
件数
累計 
% 
％ 
累
計 
している 48 48 75  75  30 30 68  68  78  78  72  72  
時々してい
る 
15 63 23  98  11 41 25  93  26  104  24  96  
していない 1 64 2  100  3 44 7  100 4  108  4  100  
合計 64   100    44   100   108    100    
( )内は受け入れ人数 
出典:JICWELS「平成 23[2011]年度外国人候補者受入れ施設巡回訪問実施調査」p53 より
筆者作成 
 
 
 
                            
20 JICWELS「平成 23[2011]年度外国人候補者受入れ施設巡回訪問実施調査」調査期間: 2011
年 4月 1日から同年 10月 31日、調査対象:2009年から 2010年度候補者・受け入れ施設、
回答数:134施設、候補者 301人(内フィリピン人候補者 108人)、調査方法:質問票の配布、
受け入れ責任者・担当者、候補者に面談の上、回収 
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表 6 フィリピンへの仕送り金額の平均について(候補者への質問) 
  
2009年度
受け入れ 
2010年度
受け入れ 
全体平均 
している 6.7万円 5.7万円 6.2万円 
時々している 9.1万円 7.4万円 8.25万円 
※自由書式による回答の数値の平均 
出典:JICWELS「平成 23[2011]年度外国人候補者受入れ施設巡回訪問実施調査」p53 より
筆者作成 
 
この調査の「している」、「時々している」、「していない」の分け方で、「している」とい
うのは「毎月している」の意味であろう。 
「している」と「時々している」を合わせると約 96％の候補者が送金していることは評
価できると言えるだろう。そして約 72％の候補者の「している」送金金額の平均は 6.2 万
円である。PNA発表にある家賃、ガス・電気、インターネット接続、交通費を差し引いた残
高が約 6 万円であるならば、その約 6 万円から食費や被服費等を支出しなければならず、
それらの支出があることを考慮するならば 6.2万円は送金できないことになる。 
しかし 2009年度の受け入れの場合約 30％が調査対象からもれていることも注意が必要で
ある。調査対象からもれている候補者は家賃等を差し引いた残高が約 6 万円の可能性があ
る。 
また「していない」は、する必要がないのか、したいのにできないのか区別する必要が
ある。「していない」候補者の中で何人が PNAの調査にあるような家賃等を差し引いた残高
が約 6万円で送金でない候補者なのか、今後の調査に含めて欲しい項目である。 
問題点の二つ目のフィリピンは看護師になるのに 4 年間の大学教育であるという点につ
いて、フィリピンの看護師の教育期間は②で詳述するが、フィリピンは日本より高校卒業
までに 2年間短い。フィリピンの看護師教育は 3年間と 4年間があるが、候補者はすべて 4
年制看護大学卒業である21。従って候補者になるまでの教育期間は 14 年間である(表 9、参
照)。 
他方日本の看護師学校養成所の入学資格は、高等学校卒業以上（修業年限 12年以上）ま
たは同等と認められる者であり、看護師学校養成所の修業年限は 3 年以上、看護師学校養
成所卒業までの修業年限は 15年以上、または同等と認められる者22である。 
教育は教育期間だけで比較できないが、PNAが教育期間を問題提起しているので、教育期
間に関して検討すると、候補者と認められるまでの教育期間は日本の看護師に比べて 1 年
                            
21 厚生労働省 「働省経済連携協定（EPA）に基づく外国人看護師候補者の受入れと看護師
国家試験の概要について（追加資料）」 
22 厚生労働省「看護師国家試験の受験資格認定について」 
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短期間である。 
問題点の三つ目の看護活動は、前述したとおり日本の看護師は療養上の世話と診療の補
助が業務であり、総看護提供時間に占める療養上の世話の提供時間は、8 割弱である。ICN
が「多様な世界各国の看護の状況に適応する唯一のアプローチ方法も存在しない」と述べ
ていたように日本とフィリピンで看護の業務内容は異なる。候補者の行う療養上の世話は
日本においては看護活動である。 
次いで問題点の四つ目、PNA発表のフィリピンの看護師資格を日本の看護師資格と同等に
扱わないことに関しては、厚生労働省23を参照[表 7、参照]する。 
受け入れ国以外の言語での試験の有無では米国、カナダ、韓国も当該国以外の言語での
試験がなく、また調査対象国でも語学能力や海外看護師プログラムの受講を課しており、
日本だけが日本語だけでの国家資格の取得を受け入れ要件としているわけではない。 
2000年から 2005年の間、フィリピン人看護師は米国に 94.3％移住している（表 8、参照）。 
細田尚美によると、フィリピンにおいて看護師になることは、アメリカに行くこととい
う意味あいを持ち、看護学部卒業者の多くがアメリカの外国人用の看護師試験を受けてい
る[細田:28]。 
前述したように ICN は、看護師の定義を自国で看護を実践するよう適切な統制機関から
権限を与えられている者としている。そして世界貿易機関(WTO)がサービスの貿易に関する
一般協定(GATS)の結果として、国境を越えたサービスの自由な移動の障壁を削減するという
ゴール達成に向け、資格の相互承認を推進する意図があると発表したことに関連し、これ
らの条約は統一基準を促進するとともに、移動を妨げる不必要な官僚主義的障壁を削減す
ることによって諸基準にプラスの影響を及ぼしうる場合もあるが、絶対的な最低基準が標
準として受け入れられれば改善を妨げる可能性もある[ICN:110-113]と述べ、看護師資格の
相互承認は良い点ばかりではない結果の予測を表明している。 
①のまとめ 
日本は、候補者に国家資格の取得を条件とすることによって候補者を高度人材として受け
入れ、安価な労働力の確保に歯止めをかけようという意図がある。しかしそのことによっ
て候補者を安価な単純労働者として受け入れているというジレンマがあり、外国人労働者
受け入れの難しさが現れている。だが後述する通り、日本の受け入れ政策は候補者を廉価
な看護補助者にとどめない支援も行っている。 
 
                            
23 厚生労働省「諸外国の看護制度及び外国人看護師の受け入れに関する制度」 
対象国 :米国、カナダ、ドイツ、韓国、中国、英国、スエーデン、調査期間:2011年 12月
16 日-2012 年 1 月 20 日、調査方法:外務省・在外公館に対し調査協力を依頼。在外公館か
ら、各国の看護行政担当機関に照会、主な調査項目:看護制度、看護教育、資格取得基準、
外国の看護師の免許取得要件、外国の看護師に対する特例制度、相互承認など 
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表 7 諸外国と日本の看護制度及び外国人看護師の受け入れに関する制度 
国名  看護師国家試
験の有無  
外国人の看護師免許取得要
件  
当該国以外の言語で
の試験の有無  
相互承認の有
無  
米国  あり  看護教育等の審査、認証試験
合格、語学要件＋国家試験合
格  
なし  なし  
カナダ  あり  語学要件＋国家試験合格  なし  なし  
ドイツ  あり  教育・知見の同等生の承認＋
語学能力  
―――  
ＥＵ/ＥＥＡ/
スイス  
韓国  あり  韓国語能力試験を含む予備
試験＋国家試験合格  
なし  なし  
中国  あり  認定に基づき免許取得  ―――  なし  
英国  なし  語学要件＋業務従事要件＋
教育要件＋海外看護師プロ
グラム受講  
―――  
ＥＥＡ/スイス  
スウェ
ーデン  
なし  教育の同等性＋語学要件＋
医学的一般知識試験＋研修
コース、試験（社会・制度）
＋初期医療実習＋実施訓練
（内科、外科、老年科）  
―――  
EEA/ノルウェ
ー/アイスラン
ド/リヒテンシ
ュタイン/スイ
ス  
日本 あり  国家試験の合格 なし  なし  
出典: 厚労省「諸外国の看護制度及び外国人看護師の受け入れに関する制度」をもとに
筆者が作成。 
 
表 8 フィリピン人有資格看護師の主な移住先 2000-2005年 
 
 
 
 
 
出典:Supply Response of Filipino Workers to World Demand[IOM 2009:20] 24 
 
                            
24 IOM 2009 Supply Response of Filipino Workers to World Demand 
Registered Filipino Emigrants by Occupation and Principal Countries 
国 名  ％ 
カナダ 3.8 
米 国 94.3 
オーストラリア・ニュージーランド 1.2 
合計 99.3 
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フィリピンと日本の教育期間の比較では、フィリピンは日本より１年短く、フィリピン
と日本の教育期間は異なっている。 
看護師活動の観点からは候補者は日本人看護師の約8割を占める看護活動を行っている
といえる。そして外国で看護師活動を行う場合には受け入れ国の言語と資格が要求されて
いる場合が多い。またICNの看護師の定義は自国で看護を実践するよう権限を与えられてい
る者であり、資格の相互承認は看護活動の改善を妨げる可能性を指摘しているなどの点で
PNA発表に反駁が可能である。 
 
② フィリピン人看護師候補者はインドネシア人看護師候補者と比較すると不平等に扱
われていることついての検討 
②についての論点は二つ示すことができる。一つ目は、インドネシアは国家試験がなく
看護師となり、フィリピンは国家試験があることである。二つ目は看護師教育の期間がイ
ンドネシアは 3 年間が主体で、フィリピンは 4 年間の看護教育であるにもかかわらず、受
け入れ政策ではインドネシア人看護師候補者に 2 年間の実務経験、フィリピン人看護師候
補者に 3年間の実務経験を求めていることについてである。 
論点の一つ目の看護師の国家資格に関して、山内 豊明は 
 
入門教育の任務としては、とんでもないことはしない者であることをまずは担保
することというものがあり、そのことに関して一応国が保証書を出しましょうとい
うのが免許であろう。(中略)この免許の質を担保する制度は国によって異なる。ヨ
ーロッパ圏などでは国家試験は実施されていない。教育機関の修了がすなわち資格
認定である。教育機関の評価の質を維持することによって免許の質を担保するとい
うものである。 
国家試験がある国の方が世界的には少なく、アメリカ、日本などがその例である。
アメリカのように、そもそも多様性が顕著な処では、出口ないし入り口に当たると
ころで、少なくとも一度はチェックをしておかなくてはいけない。米国では教育に
関してはアウトカム主義が基本であるため、出口での管理が成されている。 
我が国ではかつてそれなりに入口での精度管理が機能していた面もあったが、時
代の趨勢からかつて程の機能は既に期待出来ない。本来は欧州のように教育自体を
コントロールすればそこで責任を持って卒業をさせた人のクオリティは大丈夫で
あろうということが前提となるものである[山内:21]。 
 
と述べ、国家試験のあるなしで資格の優劣ははかれないことを示している。 
論点の二つ目のインドネシアとフィリピンの教育期間に関する検討は以下のとおりであ
る(表 9、参照)。 
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表 9 日本・インドネシア・フィリピンの看護師教育期間 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典:厚生労働省「看護師国家試験の受験資格認定について」 
World Data on Education Ⅶ Ed. 2010/11 Indonesia 
World Data on Education Ⅶ Ed. 2010/11 Philippines 
川口貞親「日本、フィリピン、インドネシアの看護教育カリキュラムの比較」より筆者
が作成 
 
教育に関する世界データによると、フィリピンの初等教育は 6-11歳で 6年間である。中
等教育(高等学校)は 4年間で、合計 10年間の基礎教育である25。 
一方インドネシアは、小学校は 7 歳で入学し 6 年間であり、義務教育は中学校の 3 年間
と合わせて 9 年間である。義務教育の上に国家試験を受け、合格すると 3 年間の高校や職
業高校へ進学する26。このため、フィリピンはインドネシアと日本より高校卒業までに 2年
間短い。 
石川陽子はフィリピンでは 2001 年と 2009 年にカリキュラム改正が行われているがフィ
リピンでは「大学入学までの教育期間が 10年間と日本より 2年短いため、高校レベルの科
目も大学の教養科目となっている」[石川:793]と指摘している。 
M. E. PERIN et al27のアンケートでは「最近のフィリピンの新卒看護師は、同国の病院
における臨床実践に対して適切に訓練されている」の回答は 41％で、開放型の回答では不
十分なカリキュラム、看護学生数が多いために臨床実習経験が制限されているとして、不
十分な施設及び機器類、ならびに質の高い臨床指導者の不足などをあげた [PERIN et al: 
                            
25 World Data on Education Ⅶ Ed. 2010/11 Philippines  
26 World Data on Education Ⅶ Ed. 2010/11 Indonesia 
27 フィリピンの 1,738の病院から 200病院を無作為抽出した。回答:86件(公立病院：61%)、
回答率：44％、調査時期:2004年 9月から同年 11月、調査方法:自己記入式質問票の郵送及
び返送、調査対象者:看護部長（40歳代またはそれ以下：73％、女性：85％）。 
  日本 インドネシア フィリピン 
基礎教育 
初等教育 6年間 
中等教育 3年間 
高等教育 3年間 
初等教育 6年間 
中等教育 3年間 
高等教育 3年間(SPK=看
護職業高校) 
初等教育 6年間 
中等教育(高等学
校)4年間 
看護師学校 3年間以上 
3年間以上(D3=3年過
程、S1=学士、S2=修士、
S3=博士) 
3年から 4年間(候
補者は 4年制卒) 
合計 15年間以上 15年間以上 13年から 14年間  
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57-58]。 
川口貞親は日本・インドネシア・フィリピンの看護教育の比較を行い、フィリピンは「専
門学校[3 年コース]もあるが大学での教育が主流であ[る]」 [川口:92-93]であるとしてい
る。 
また「インドネシアにおける看護師教育制度はかなり複雑である。看護師の分野として
SPK(職業高校)、D3(3年過程)、S1(学士)、S2(修士)、S3(博士)などが存在する」 [川口:97]
と述べている。 
インドネシア人候補者の資格は D3以上が認められ28、インドネシア人候補者（2008～2011
年度入国者 363人）の内 4年制看護大学卒業 61人（16.8％）であり、3年制看護学校卒業 302
人（83.2％）である29。 
以上の結果からフィリピン人候補者は、基礎教育 10 年間と看護教育 4 年間の合計 14 年
間の教育期間である。 
インドネシア人候補者は基礎教育 9年間に高校 3年間の合計 12年間の教育期間で、その
上に看護教育 3から 6年間の教育期間があり、合計では 15年から 18年間である。 
②のまとめ 
教育機関の修了が資格認定として質を担保するという考え方もあり、国家試験の有無で
国家資格の優劣ははかることはできない。 
また受け入れ政策がフィリピン人候補者にインドネシア人看護師候補者より 1 年長い実
務経験をもとめている根拠はフィリピンとインドネシアの看護師になるまでの教育期間の
違いにある。フィリピンはインドネシアより基礎教育の年数が 2 年短い。インドネシア人
は 3 年間の看護教育期間の候補者が多く受け入れられ、フィリピン人は 4 年間の看護教育
期間の候補者が受け入れられているが、基礎教育からの合計ではインドネシア人候補者の
方が 1 年間以上長い。看護教育期間のみを取り上げてその長さによる優位性からインドネ
シア人候補者と不平等に扱われているとすることは根拠にならない。 
候補者になれるまでの最低教育期間という視点から見ると、フィリピン人に 1 年長い実
務経験を求めることで、フィリピンの基礎教育を 1 年間追加したものとみなしていること
になり、受け入れ政策はフィリピン人候補者とインドネシア人候補者を平等に扱おうとし
ている。ただし、1年間の教育期間と実務経験が同等かという疑問があり、この点ではむし
ろフィリピン人候補者は優遇されていると見ることもできる。 
 
 
 
                            
28 外務省「日・インドネシア EPA付属書十(第七章関係)」(資料 2、参照) 
29 厚生労働省「経済連携協定（EPA）に基づく 外国人看護師候補者の受入れと 看護師国家
試験の概要について （追加資料）」 
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③ 日本は ILOの 111号の批准をしていないことについての検討 
ILOの 111号をフィリピンは 1960年に批准している30。 
深澤敦31は日本の ILO条約の批准に関して以下のように述べている。日本は ILO条約の批
准に対してあまり積極的ではなく、条約は現在まで 188 採択されているが、日本が批准し
た条約は今日まで 48本である。 
111号の「雇用及び職業についての差別待遇に関する条約」（1958年）は女性に対する直
接的な差別だけでなく、男性は転勤を伴う総合職で女性は一般職というコース制も、女性
が一応「自主的に選択した」ものとして間接差別の問題とする。こうした間接差別をなく
すのに有効なのが 111 号条約で、ILO は何度も日本における間接差別をやめさせるために、
この 111号条約を批准するよう勧告しているがこの条約を日本は未だに批准していない。 
111号条約は 169カ国が批准しているので、グローバル・レイバー・スタンダードからの
日本の乖離は隠しようもない冷厳な事実だと考えられる[深澤:97-110]。 
  
④ フィリピン人に日本語を話すことを求めるのは非現実的であることについての検討 
④は二つの問題点を指摘できる。一つ目は日本語を話すことと、二つ目は国家資格取得
前は看護補助者の扱いであるために、日本語を話さないことが低賃金に関わることである。 
2011 年度にフィリピン人候補者は 158 人が看護師国家試験を受験し 13 人が合格した。
2012 年度までのフィリピン人とインドネシア人候補者は合計 629 人が受け入れられ、国家
資格取得者の合計は 66人である(表 10、参照)32。 
 
表 10 看護師国家試験合格者数 
 
 
 
 
 
 
出典: JICWELS「平成 25年度経済連携協定に基づく受け入れ説明会(第 1部)」 
 
この数字は、全体の国家試験合格率がおよそ 90％33と比較すると低い結果である。従って
                            
30 ILO Information document on ratifications and standards-related activities 
International Labour Conference, 98th Session, 2009 
31 深澤敦「国際社会政策論国際社会政策 ILOと日本」 
32 国際厚生事業団(JICWELS)「平成 25年度経済連携協定に基づく受け入れ説明会(第 1
部)」 
33 厚生労働省「第 101回看護師国家試験合格状況」 
  インドネシア フィリピン 合計 
2009年度国家試験 2名 1名 3名 
2010年度国家試験 15名 1名 16名 
2011年度国家試験 34名 13名 47名 
合計 51名 15名 66名 
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ここでは候補者を看護師にするための国家資格取得に向けた日本の支援に関して論ずるこ
ととする。 
まず日本語を話すことに関して宮島喬は、「言語的同化可能性の大小は、欧米でも市場の
セグメンテーショと結びついている場合があり、(中略)言葉の問題が大きなウエイトをし
めていることは否定できない。(中略)日本語能力は当人の技術の非常に重要な一部となる
とさえ言える」 [宮島:23]と述べ、また高木香織は「直接的に人と接するサービス労働で
ある看護や介護の仕事においては、高い対人コミュニケーション能力が要求される」[高
木:34]と述べている。受け入れ国の言語への理解を求めることは表 7 であげた諸外国の例
でも見られ、外国で看護師となるためには受け入れ国の医療関係者や患者の話す事柄を理
解できないと仕事として成立しない。 
問題点の二つ目、候補者の国家資格取得に向けての日本の取り組みについて国際厚生事
業団(JICWELS)の記述は以下である34。これまでの看護師国家試験での取り組みは、難解な
用語の平易な用語への置き換え(主語・述語・目的語の明示)、難解な漢字(専門用語を除く)
へのふりがなの付記(疾病名への英語の併記)、国際的に認定されている略語等の併記(外国
人名への原語の併記)等を行った。また、2012年度の国家試験からは候補者への特例として
試験時間の延長、全ての漢字にふりがなを付与する等の見直しが行われている。 
候補者への学習支援は、(1) 専門日本語学習教材の配布（全７冊）、(2) 国家試験過去問
題の翻訳・提供（英語・インドネシア語）、(3) 受入施設研修担当者会議の実施、(4) 受験
対策講座のインターネット配信や eラーニングでの過去問等の反復学習などを行っている。
また、受入れ施設における研修指導経費の支援( １病院当たり 46 万 1 千円)、受入れ施設
における日本語学習経費の支援として 候補者１人当たり 11万 7千円などや、平成 24年度
厚生労働省 EPA関係予算として看護・介護導入研修、巡回訪問等 に 1億 5千万円を計上し
ている。 
就労前の日本語研修は 2010年度までは訪日後 6ヶ月間であったが、2011年度は 8から 9
ヶ月間、2012年度は 9ヶ月間と延長され、2013年度には訪日前 6ヶ月間、訪日後 6ヶ月間
の合計 12ヶ月間と改善されている。訪日後 6ヶ月間の日本語研修機関への支払は受け入れ
機関によっても一部分担されている(受け入れ時に約 36万円)。 
フィリピンの議会経済計画事務所（SEPO）35 は日本とフィリピンの EPA が発効する前の
2007 年 9 月に日本とフィリピン EPA の評価を行っている。その中でフィリピン人看護師と
介護福祉士(Filipino nurses and care workers)は、日本で 6 ヶ月の日本語と技術の訓練
を経験しなければならないが、誰がその費用を負担するのか言及されていないと述べてい
る。これらの費用は上述のように日本政府及び受け入れ機関が負担しているのである。 
④のまとめ 
                            
34 注 32 JJICWELS、参照 
35 SEPO: Senate Economic Planning Office JPEPA: An Assessment 
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看護業務は患者や医療パートナーである医師や同僚看護師と同じ言語を話す必要がある。
表7で示したように米国では外国人看護師に英語で試験を課し、フィリピン人看護師はその
試験を受けている。受け入れ政策だけが日本語だけでの国家資格の取得を受け入れ要件と
しているわけではない。また日本は候補者に対してさまざまな支援を行っている。これら
の支援は働きながら看護師を目指している日本人には行われていない。候補者は不平等に
扱われているというよりむしろ優遇されているのである。 
 
⑤ 就労時の生活条件が悪かったときに候補者は帰国の他に選択肢がなく、住宅設備不良
で 2009年 2名(92名中)、2010年 11名(46名)の帰還者がいたことについての検討 
⑤の問題は候補者が来日してから不都合があったときに選択肢が帰国しかなかったと感
じたことであろう。 
候補者と受け入れ機関との関係はどうなっているのか、JICWELS36をもとに候補者の立場
を概観する。 
「受け入れ施設[機関]の要件」は、「過去3年間に、経済連携協定の枠組みによる看護師
（候補者）・介護福祉士（候補者）の受入れにおいて、虚偽の求人申請、二重契約その他の
不正の行為をしたことがない医療法人等の受入れ機関が設立していること。外国人の就労
に係る不正行為を行ったことがないこと」である 
「宿泊施設・帰国担保措置の要件」は、「候補者の宿泊施設を確保し、かつ候補者の帰国
費用の確保等帰国担保を講じていること等」である。 
これらの要件にもし受け入れ機関が抵触したときには、3年間受け入れ機関になることが
出来ないというのが罰則である。 
EPAの受け入れに関する「JICWELS様式10-1雇用契約書（雛形）」37はインドネシア人看護
師候補者用のみ公開されている。その雛形を参照すると「紛争処理」では、「就労者の雇用
契約に関する苦情は、当事者のいずれかが希望する場合であって、かつ、利用可能な場合
には、日本国の紛争処理機関（裁判所又は都道府県労働局）に付託されるものとする。ま
た、雇用地の最寄りのインドネシア共和国大使館又は総領事館の労働書記官又は権限のあ
る代表者の参加により友好的に解決することもできる」とされている。 
雇用契約書の「準拠法」は、「日本国の法令に基づくものとする。日本国の労働、雇用及
び入国管理に関する法令は本契約の一部をなす」である。 
この宿泊施設・帰国担保措置の要件ではどのような宿泊施設が適当であるのかの規定は
ないので、帰国した候補者が主張する住宅設備不良とはどのようなものであったか、具体
的な事例は不明である。JICWELS38から報告されている「各候補者の住居施設」（受け入れ責
                            
36 注 32 JJICWELS、参照 
37 JICWELS 「JICWELS様式 10-1雇用契約書（雛形）」 
38 注 20 JICWELS、参照 
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任者及び担当者への質問）については以下の表11と表12に示した。 
 
表11 各候補者の住居設備について（受け入れ責任者及び担当者への質問） 
n=301(調査対象インドネシア人候補者・フィリピン人候補者受け入れ人数:351) 
  件数 ％ 
問題はない 285 94.7  
問題がある 10 3.3  
その他 6 2.0  
合計 301 100 
出典:JICWELS「2011年度外国人候補者受入れ施設巡回訪問実施調査」p16より筆者作成 
 
この調査では「問題はない」が約95％を占め、大多数の候補者の住居問題はクリアされ
ているかもしれない。しかし候補者の約14％が調査対象からもれている点と、受け入れ責
任者及び担当者への質問であることに注意する必要があり、全数調査が行われたならば「問
題がある」が増える可能性を含んだ数字である。 
また受け入れ住居設備について候補者への聞き取り調査は行われておらず、今後調査対
象として欲しい項目である。 
 
表 12 「問題がある」という回答の内容について（10件） 
（受け入れ責任者及び担当者への質問） 
具体例 回答数 
多くの候補者にてルームシェアを実施していたが、関係が破
綻した 
6件 
災害対応、物資食材の調達 2件 
ゴミの分別ができていない 1件 
引っ越しに際して、候補者と合意がとれない 1件 
出典:JICWELS「2011年度外国人候補者受入れ施設巡回訪問実施調査」p16 
 
⑤のまとめ 
⑤の問題点は、入国後に受け入れ機関と候補者の間に何か不都合があったときに、身近
に相談できる人や組織のない候補者は、裁判所か送り出し国の大使館又は領事館に相談し
なければならないことであろう。言葉の不自由さと相まって我慢できない不都合を抱えた
候補者は帰国を選択せざるを得ない状況があると言えるだろう。 
この点は受け入れ政策の検討課題であると指摘できよう。 
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2. PNA発表に対する検討のまとめ 
PNAが不平等として掲げた項目は日本人看護師の立場からもそう言えるのだろうか。 
JICWELSの 2011年度外国人候補者受入れ施設巡回訪問実施調査(表 13、参照)39によると、
「候補者が行う業務に関連した事故や問題の有無」では「ある」が 9件(7%)である。「ある」
と回答した 9 件は、患者の名前の確認不足等によるコミュニケーションに関連する事故や
問題が 2件、サービスに関連した事故や問題が 5件、その他の事故や問題が 2件であった。 
「日本語の文字を理解していないと出来ない業務の有無について」、2009年度の受け入れ
では「ある」31％、であり、2010 年度の受け入れでは、「ある」が 55％である。この数字
は日本語が理解できないと、仕事に支障がでることを示している。これらの数字は看護補
助者として勤務していた時の数字で、看護師として働いた時の数字ではない。看護師とし
て働いた時には「ある」の数字がより増加すると予測できるだろう。 
学習時間の調査では、研修責任者への質問は、週あたりの「勤務時間内学習時間」(対比
項目は「勤務時間外学習時間」)の時間と回数の調査結果である。それに対して候補者への
質問は「病院や施設での勉強時間」(対比項目は「自宅や寮での勉強時間」)という場所と
時間の調査結果である(表 13、表 14参照)。 
 
表 13 事故の有無・日本語の理解に関する業務・勤務時間内学習時間 
      件数 ％ 
候補者が行う業務に関連した事故や問題の有無(受け入れ責
任者及び担当者への質問) 
ある 9 7 
 2009年度・2010年度インドネシア・フィリピン n=134(351) ない 125 93 
日本語の文字を理解し
ないと出来ない業務の
有無(研修責任者への
質問) 
フィリピン人候補者 ある 20 31 
2009年度 n=64(93) ない 44 69 
フィリピン人候補者 ある 24 55 
2010年度 n=44(46) ない 20 45 
週あたりの勤務時間内
学習時間(研修責任者
への質問) 
フィリピン人候補者日本語学習 平均 5.25時間 
フィリピン人候補者国家試験対策 平均 8.7時間 
( )内は候補者数受け入れ人数 
出典: JICWELS「2011年度外国人候補者受入れ施設巡回訪問実施結果」p7・p30をもとに
筆者が作成 
 
研修責任者への質問と候補者への質問項目がずれているために、両者の言い分のすりあわ
                            
39 注 20 JICWELS、参照 
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せが出来ない。「病院や施設での勉強時間」とは「勤務時間内学習時間」を指すのかどう
かの記述、または両者への質問の項目を同じにする等、双方の立場による違いを浮き彫り
にできるような調査方法が望まれる。 
 
表 14 フィリピン人候補者「病院や施設での勉強時間」(候補者への質問) 
  
2009年度 
受け入れ 
n=64(93) 
2010年度 
受け入れ 
n=44(46) 
合計 
n=108(139) 
  件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 
まったく行っていない 2 3.1  1 2.3  3 1.5  
毎週、1～5時間くらい行っている 18 28.1  14 31.8  32 29.3  
毎週 6～10時間くらい行っている 19 29.7  4 9.1  23 25.7  
毎週、11時間以上行っている 25 39.1  25 56.8  50 43.5  
合計 64 100.0  44 100.0 108 100.0 
 ( )内は候補者数受け入れ人数 
出典: JICWELS「2011年度外国人候補者受入れ施設巡回訪問実施結果」p50をもとに筆者
が作成 
 
しかしながら研修責任者と候補者の両者の調査から、候補者に対して勤務時間内学習が
行われていることや、それらは受け入れ機関によって、ばらつきがあることが読み取れる。
就労時の生活条件の違いとも関連して受け入れ機関のばらつきの幅を狭くする工夫が必要
となろう。 
またこの勤務時間内学習は働きながら看護師を目指している日本人には与えられておら
ず、日本による支援のみならず、受け入れ機関においても候補者は支援を受けている。 
PNAの候補者は不平等に扱われているという主張は、相対的な見方ではむしろ候補者が優
遇されていると見ることも可能である。 
以上の点に基づいて考察を行う。 
 
Ⅶ 考察とまとめ・今後の課題 
 
1. 考察とまとめ 
本論文は、日本看護協会と、PNAの候補者受け入れ政策の相違点を明らかにすることを目
的とした。日本看護協会と PNAの間にある一番の争点は、前者は国家資格取得前の候補者
は看護補助者として認識しているのに対して、後者は看護師としての扱いを望んでいる点
である。 
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PNA発表の主要な論点は① 4年間の大学卒の高学歴な資格のあるフィリピン人看護師を
日本人の看護師活動と同じ資格として一致させていないこと、② フィリピン人候補者は 4
年間の看護教育期間なのに 3年間の実務経験を求めてられているのに対して、インドネシ
ア人候補者は 3年間の看護教育期間なのに 2年間の実務経験で候補者となれるために、イ
ンドネシア人候補者と比較して、フィリピン人候補者は不平等に扱われていること、③ 日
本は ILOの 111号の批准をしていないこと、④ フィリピン人に日本語を話すことを求める
のは非現実的であること、⑤就労時の生活条件が悪かったときに候補者は帰国の他に選択
肢がないことの 5点である。 
本論文で明らかになった点は、以下のとおりである。日本が ILO の 111 号の批准をして
いなのは PNA 発表の指摘のとおりである。それ以外の PNA 発表に関する相対的な見方では
看護師を目指して働いている日本人やインドネシア人候補者に比べて、フィリピン人候補
者はむしろ優遇されていると言えることである。 
まず資格に関しては、ICNは、看護師の資格は自国で看護を実践する者と定義しているこ
と、海外で働くフィリピン人看護師は米国、カナダ、英国の例にもあるように受け入れ国
の看護師試験に合格するまでは看護師候補者(訓練生)であり、日本だけが候補者に対して
国家資格の取得を求めているわけではないことがあげられる。 
そして日本は国家資格を求めることで候補者を安価な労働力としない、つまり日本人看
護師と平等に扱おうとしているという視点を指摘できる。 
フィリピン人とインドネシア人候補者との看護教育期間を比較して不平等という主張は、
基礎教育期間から数えるとむしろフィリピンの教育期間は 1 年間以上短く、その短い期間
のために受け入れ政策は実務経験 1 年間をフィリピン人候補者に求めて、両者の候補者に
なれる最低教育期間を同じにしており、受け入れ政策は両者の平等をはかっていると言え
る。しかしながら、1年間という教育期間と実務労働期間は同等と言えるのか、つまり実務
労働を教育とみなす優遇がフィリピン人候補者に行われているとの見方も出来るのである。 
また、日本語に関しては日本語の文字を理解しないと出来ない業務があり、日本語が出
来ないと業務内容の伝達により多くの時間が必要になる。言葉が通じ業務内容をすぐに理
解する日本人看護師と候補者が同等の給与であれば、日本人看護師側からの反発も予想さ
れる。 
このように候補者は冷遇されているとは言えず、PNA発表の不平等との主張は必ずしも妥
当ではない側面があると指摘できる。 
日本は PNA が要求している教育期間よりもより長い、就労前の教育期間を半年間から 1
年間へと 2 倍に変更するなど、さまざまな支援を行っている。これらを PNA が今後どう評
価するのかさらに追求する必要がある。 
一方受け入れ政策は受け入れ機関の受け入れ方法にばらつきが見られ、住宅や勤務時間
内学習時間の標準化に向けた取組や、入国後、受け入れ機関との間に不都合があった候補
者が容易に相談できる方法の模索が必要であろう。 
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候補者と日本人看護師が共に働く機会は、候補者にとって JICAの表明にあるように、日
本の医療や日本の看護職の看護への思い入れの深さ、真面目さ、責任感の強さを学習する
機会となる。以上を踏まえて今後受け入れ政策がより現実に即したものとなる資料になれ
ば幸いである。 
 
2. 今後の課題 
日本がこれまで行った支援は、候補者が国家資格取得を容易にするための支援であり、
候補者を看護補助者として受け入れる点に変わりはない。PNA発表が強く希望している受け
入れ時点で候補者を日本人看護師と同等に扱うためには、日本に受け入れた段階で日本の
国家資格を取得していれば可能である。しかしそれは現実的ではないと筆者は考える。可
能だと想定した場合でも、その費用などが今後のもう一つの問題点となることが指摘でき
る。 
一方で、就労時の生活条件が悪かったときに候補者は帰国の他に選択肢がないことや、
受け入れ機関によるばらつき問題に関する対策の模索は今後の課題である。 
さらに、候補者は日本の看護師資格をとったとしても定住を希望しないという EPA の抱
えるもう一つの問題の側面がある。この点に関する考察は別稿にゆずるが、候補者や受け
入れ病院などのアクターなどの要望に併せた受け入れ政策をより深く模索することが必要
であり今後の課題であることを最後に指摘しておきたい。 
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資料 
 
1. 「日・フィリピン経済連携協定」40 
 
付属書八(第九章関係) 自然人の移動に関する特定の約束 
第一部 日本国の特定の約束 
第一節 略 
第二節 略 
第三節 略 
第四節 略 
第五節 略 
第六節 日本国にある公私の機関との間の契約又は日本国にある公私の養成のための施
設への入学の許可に基づいて看護師若しくは介護福祉士としてのサービスの提供又はこれ
に関連する活動に従事するフィリピンの自然人 
 
1 日本国における一時的な滞在の間に次のいずれかの活動に従事するフィリピンの自然
人であって、付録二に定めるもの(実施取極に従ってフィリピン政府により指名され、及び
日本国政府に通報され、かつ、日本国政府が指定する日に日本国に入国するものに限る。) 
については、付録一に定める期間、入国及び一時的な滞在が許可される。 
(a) 日本国の法律に基づく看護師(以下この節において「看護師」という。) として資
格を取得することを目的とする次の (i) 及び (ii) の活動。ただし、これらの活動につい
ては、日本国の法令に基づき病院を設立している公私の機関であって、日本国にあるもの
(日本国の法令に従って日本国の権威ある当局によりその活動を行うことについて許可さ
れた調整のための機関であって、日本国政府によりフィリピン政府に通報されたものが紹
介したもの又はそのような調整のための機関がない場合には日本国の権限のある当局が紹
介したものに限る。) との個人的な契約に基づいて行われることを条件とする。 
(i) 日本語の語学研修を含む六箇月間の研修の課程であって、実施取極に規定するもの
の履修 
(ii) 当該研修の修了後、看護師の監督の下での研修を通じた当該病院における必要な
知識及び技術の習得 
(b) 略 
(c) 略 
注釈 1 この 1 に規定する看護師の監督の下での研修、介護福祉士の監督の下での研修、
病院、介護施設、公私の介護福祉士の養成のための施設及び個人的な契約については、日
                            
40 外務省「日・フィリピン経済連携協定」 
40 
 
本国政府がフィリピン政府に通報した条件を満たすものとする。 
注釈 2 日本国は、日本国政府がフィリピンの自然人の言語能力がこの 1(a)(ii)、(b)(ii)
又は(c)(ii)に規定する活動に従事するために十分なものであると認める場合には、当該フ
ィリピンの自然人についてこの 1(a)(i)、(b)(i)又は(c)(i)に規定する研修を全面的又は部
分的に免除することができる。 
注釈 3 この 1(a)の規定に関し、フィリピンの自然人は、通常の状況においては、付録
一に定める最長の滞在期間内に、出願に基づき及び日本国の法令に従い、看護師の国家試
験を最大三回まで受ける機会を与えられる。 
 
2 次の(a)から(c)までの規定のいずれかに該当するフィリピンの自然人であって、日本国
における一時的な滞在の間に、日本国にある公私の機関との間の個人的な契約に基づいて
看護師又は介護福祉士としてのサービスの提供に従事するものについては、付録一に定め
る期間、入国及び一時的な滞在が許可される。 
(a) 1の規定に基づく滞在の間に看護師または介護福祉士としての資格を与えられた者 
(b) 看護師の国家試験に合格することにより看護師の資格を与えられた者(1 の規定に
基づく滞在の間に看護師としての資格を与えられた者を除く。) 
(c) 略 
注釈 1 この 2に規定する個人的な契約及び日本国にある公私の機関については、日本国
政府がフィリピン政府に通報した条件を満たすものとする。 
注釈 2 この 2(a)の規定に該当するフィリピンの自然人であって再入国の許可を取得す
ることなしに日本国を出国したもの又はこの 2(b)若しくは(c)の規定に該当するフィリピ
ンの自然人がこの 2 の規定に基づき入国及び一時的な滞在を許されるに当たっては、次の  
(a)及び(b)の条件を満たすものとする。 
(a) 当該フィリピンの自然人が実施取極に従ってフィリピン政府により指名され、及び
日本国政府に通報されること。 
(b) 当該フィリピンの自然人が日本国あるいは公私の機関(日本国の法令に従って日本
国の権限のある当局によりその活動を行うことについて許可された調整のための機関であ
って、日本国政府によりフィリピン政府に通報されたものが紹介したもの又はそのような
調整のための機関がない場合には日本国の権限のある当局が紹介したものに限る。) との
個人的な契約を締結すること。 
注釈 3 この節の規定の適用上、「日本国の権限のある当局によりその活動を行うことに
ついて許可された調整のための機関」とは、フィリピンの自然人を公私の機関に紹介する
ことについてフィリピンの権限のある当局と締結している機関をいい、「フィリピンの権限
のある当局」とは、フィリピン海外雇用庁をいう。 
注釈 4 この節の規定の適用上、「日本国の権限のある当局」とは、厚生労働省をいう。 
付録一 
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1 略 
2 略 
3 第六節 1に規定する入国及び一時的な滞在については、日本国は、一年間の滞在を許可
する。この期間は、 
(a)  同節 1(a)の場合には、一年ずつ二回に限り更新することが出来る。 
(b) 同節 1(b)の場合には、一年ずつ三回に限り更新することが出来る。 
(c) 同節 1(c)の場合には、同節 1(c)に規定する養成のための施設における養成の課程
の修了のために必要な期間まで更新することができる。 
4 第六節 2に規定する入国及び一時的な滞在については、日本国は、三年間(この期間は、
更新することができる。) の滞在を許可する。 
付録二 
1 第六節 1(a)の規定の適用上、「フィリピンの自然人」とは、フィリピンの法令に基づき
資格を有する看護師であるフィリピンの自然人であって、少なくても三年間看護師として
の実務経験を有するものをいう。 
注釈 この 1 の規定の適用上、「フィリピンの法令に基づき資格を有する看護師」とは、
フィリピンの法令に基づきフィリピン看護師資格試験に合格した看護師をいう。 
2 略  
3 略 
 
2. 「日インドネシア経済連携協定」41 
 
付属書十(第七章関係)自然人の移動に関する特定の約束 
第一遍 日本国の特定の約束 
第一節 略 
第二節 略 
第三節 略 
第四節 略 
第五節 略 
第六節 日本国にある公私の機関との間の個人的な契約に基づいて看護師若しくは介護
福祉士としてのサービスの提供又はこれに関連する活動に従事するインドネシアの自然人 
１ 次の(a)から(d)までの要件を満たすインドネシアの自然人については、1 年間(この期
間は、更新することができる。ただし、更新は、その都度 1年間ずつとし、かつ、2回を超
えてはならない。)、入国及び一時的な滞在が許可される。 
(a) インドネシアの法令に基づいて登録された資格を有する看護師であって、インドネ
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シアにある看護専門学校から修了証書Ⅲを取得し、又はインドネシアにある大学の看護学
部を卒業しており、かつ、すくなくとも 2 年間看護師としての実務経験を有するものであ
ること。 
(b) インドネシア政府により指名され、及び日本国政府に対して通報された者であるこ
と。 
(c) 日本国政府が指定する日に日本国に入国しようとする者であること。 
(d) 日本国における一時的な滞在の間に、日本国の法令に基づいて「看護師」としての
資格を取得することを目的とする次のいずれかの活動に従事しようとする者であること。 
 (i)  日本語の語学研修を含む六ヶ月間の研修の課程を履修する活動 
(ii) (i)に規定する研修の修了後の、病院における「看護師」の監督の下での研修を
通じた必要な知識及び技術を習得する活動。 
ただし、これらの活動については、日本国の法令に基づいて病院を設立している日本国
にある公私の機関(日本国の法令に従って日本国の厚生労働省によりその活動を行うこと
について許可された調整のための機関であって、日本国政府によりインドネシア政府に対
し通報されたものが紹介したもの又はそのような機関がない場合には同省が紹介したもの
に限る。) との間の個人的な契約に基づいて行われることを条件とする。 
注釈 1 この 1 および 2 の規定の適用上、「修了証書Ⅲ」とは、インドネシアの高等教育
に関する政令(1999 年政令第六十号)に定義する高等学校教育の修了後、インドネシアにお
いて 3年間の専門教育を終了した資格をいう。 
注釈 2 この 1に規定するインドネシアの自然人は、この 1の規定に基づく最長の期間ま
で日本国に滞在するときは、通常の状況においては、出願に基づき及び日本国の法令に従
い、「看護師」としての資格を取得するための国家試験を最大三回まで受ける事ができる。 
注釈 3この 1並びに 2及び 3の規定の適用上、「日本国の法令に従って日本国の厚生労働
省によりその活動を行うことについて許可された調整のための機関」は、インドネシアの
自然人を公私の機関に紹介することについてインドネシア海外労働者派遣・保護庁との契
約を締結している機関でなければならない。 
 
3. 平成 25年度経済連携協定に基づく受け入れ説明会42 
 
看護師候補者の要件 
インドネシア:インドネシアの看護師＋2年間の実務経験 
フィリピン:フィリピンの看護師＋3年間の実務経験 
介護福祉士候補者の条件 
インドネシア: 「高等教育機関(3年以上)卒業＋インドネシア政府による介護士の認定 
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ただし日本語能力試験 N2以上の取得者、又は所定の日本語教育を受けた者は日本語研修
の必要はない。 
JIWELSのあっせんによる雇用契約の締結 
訪日前日本語研修<訪日前 6ヶ月間、訪日後 6ヶ月間> 
インドネシア:訪日前 6ヶ月、訪日後 6ヶ月 
看護・介護導入研修 
病院・施設で雇用契約に基づき就労・研修 
・看護補助業務・介護業務に従事 ・看護・介護専門知識及び技術の習得 ・日本語の
継続学習 
看護師国家試験の受験(3回まで) 
介護福祉士国家試験の受験(基本的に 1回) 
合格(資格取得)看護師・介護福祉士として就労(在留期間 3年間まで、上限なく更新可能
<在留資格:二国間の協定に基づく特定活動>) 
不合格(帰国 受験のため入国<短期滞在>)  
 
日本政府による改善措置 
1.就労開始前の日本語研修が、当初比で 2倍の 12ヶ月に 
2.就労開始後の日本語の継続学習及び国家試験対策が充実 
3.24 年度の国家試験から EPA 候補者への特例として、試験時間の延長(時間は 1.3 倍、2
時間 40分から 3時間 30分に延長)、全ての漢字へのルビ振りを実施 
4.EPA介護福祉士候補者に係る配置基準の緩和 
○インドネシア・フィリピンとの二国間連携協定に基づき実施 
○外国人の就労が認められていない分野で、候補者本人が国家資格の取得をめざすこと
を要件の一つとして、研修など一定の要件を満たす病院や介護施設での就労を特例的に認
めるもの。 
○受け入れ機関(施設)は、国家資格取得を目標とした適切な研修を実施すること。 
 
4. 日本・フィリピンの健康に関するデータ 
 
日本・フィリピンの健康指標の概要を知るために、健康に関するデータを、WHOの World 
Health Statistics 201243を用いて比較する。 
日本の人口は 2005年をピークにして 2008 年、2009 年と下がり続け、2010年の人口は 1
億 2千 745万人である。フィリピンの人口は 2005年から 2010年まで増加し、2010年の人
口は 9千 326万 1千人で、フィリピンは日本の約 7割の人口である。 
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表 1 人口                      単位千人 
  2005 2008 2009 2010 
日本 127,773 127,704 127,558 127,450 
フィリピン  85,546 90,173 91,703 93,261 
世界  6,4 58,364  6,686,776 6,763,672 6,840,507 
  出典: WHO World Health Statistics 2012 
 
2010 年に 60 歳以上の人口が総人口に占める割合は、日本は 30％であるのに対してフィ
リピンは 6％である。 
 
表 2  総人口に占める 60歳以上の割合  
 
 
 
出典: WHO World Health Statistics 2012 
 
2009年の日本の男女平均の平均余命は 83歳、フィリピンは 70歳で日本がフィリピンよ
りも 13年長命である。 
 
表 3 平均寿命  2009         
 
 
 
出典: WHO World Health Statistics 2012 
 
1歳児未満の人口千人当たり乳児死亡率は、1990年以降両国ともに年を追って減少傾向
にあるが、2010年の統計では日本は 2人、フィリピンは 23人であり、フィリピンは日本の
10倍以上である。 
 
表 4 乳児死亡率 1歳児未満  千人当たり 
  1990 1995 2000 2005 2010 
日本  5 4 3 3 2 
フィリピ
ン  
42 35 30 27 23 
  
60歳以上(%) 
2010 
日本 30 
フィリピン 6 
     男女平均 女性 
日本  83 86 
フィリピン 70 73 
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   出典: WHO World Health Statistics 2012 
 
2008年の改善された公衆衛生に関する設備は、日本を 100とするとフィリピンは 76であ
る。 
 
表 5 改善された公衆衛生に関する設備 
  1995 2008 
日本  100 100 
フィリピン  63 76 
世界 55 61 
出典: WHO World Health Statistics 2012 
 
2000-2009年の看護師・助産師の人口千人当たり人数は日本が 9.5人であるのに対してフ
ィリピンは日本の約 64％の 6.1人である。医師の人数は、人口千人当たり日本は 2.1人で
あるのに対してフィリピンは 1.2人と日本の約 57％である。 
 
表 6 医師・看護師数 2000-2009             
 
 
 
 
 
 
 
出典: WHO World Health Statistics 201044 
 
また、日本の失業率は 2005年が 4.4％で 2007年に 3.9％と一旦減少したが、2008年には
増加に転じ、2009年は 5.0％である。フィリピンの失業率は 2005年にから年をおって減少
しているが 2009年は 7.9％であり、日本よりも高い失業率である。 
表７ 失業率 
  2005 2007 2008 2009 
日本  4.4 3.9 4 5 
フィリピン  7.7 7.4 7.3 7.5 
出典: WHO World Health Statistics 2012 
 
日本はフィリピンに比べて 60歳以上の人口が総人口に占める割合は圧倒的に多く平均余
命は長い高齢化社会である。1歳児未満の人口千人当たり乳児死亡率や改善された公衆衛生
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  医師 看護師・助産師 
   数 千人当たり  数 千人当たり 
日本 270,371 2.1 1,210,633 9.5 
フィリピン 90,370 1.2 480,910 6.1 
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に関する設備、人口千人当たりの看護師等において日本はフィリピンよりも改善されてお
り、失業率は少なくなっている。 
 
